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高まるコージェネへの期待
渡辺　3.11の東日本大震災以降、原

発の事故もあって、地域熱供給やコ

ージェネレーションシステム（以下、

コージェネ）への期待は、以前にも

増して高まってきています。特に震

災直後には、東京電力管内で計画停

電が実施され、人々は電気のない不

安感や不便さを痛切に感じたと思い

ます。その経験が、ライフラインと

しての電力網の重要性を非常に強く

感じさせたと思います。

小田　震災は、電力システムという

社会インフラに対して、コージェネ

のような電源が必要という意識を皆

さんが持たれた機会でもあったよう

な気がしますね。

渡辺　コージェネへの期待の高まり
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というのは、国や国の審議会等の動

きを見るとよくわかります。総合資

源エネルギー調査会の基本問題委員

会の中ではわが国の電源構成の一部

であると位置づけられましたし、国

家戦略室のエネルギー・環境会議

の中でも、原発の依存度によらず、

2030年にはコージェネが電源構成

比率の15％を担うとされ、重要な

柱の１つという方向性が示されまし

た。さらに経済産業省では、2012年

の8月に、資源エネルギー庁内に通

称「コージェネ推進室」を設置して、

導入普及に対するサポート体制を大

幅に強化しました。そうした状況を

鑑みますと、コージェネは今、強い

追い風の中にあると言えますね。

小田　私は2005年に一度コージェ

ネの普及ポテンシャルを評価したこ

とがあり、昨年度も原発問題等を絡

めて、再度コージェネの導入ポテン

シャルを評価しました。どちらの結

果も変わらずに、現状の電源構成比

率3％の普及では大変心もとない状

況で、1割とか3割という「割」のオ

ーダーでコージェネを導入したほう

が、エネルギーシステム全体から見

ると、合理性があるという答えが出

ています。

　そうしたコージェネを実際にどう

やって普及促進し、電源構成の一部

に取り込んでいくのか、今後さらに

議論していく必要があります。

コージェネの役割
渡辺　近年、地球温暖化防止やエネ

ルギー効率の向上、そしてBCP（事

業継続計画）やBLCP（事業・生活

継続計画）の観点からも、スマート

コミュニティであるとか、スマート

エネルギーネットワークなどが、こ

れからの都市エネルギーシステムと

して提案されています。

　スマートエネルギーネットワーク

のようなシステムを構築していく上

では、コージェネは欠くことのでき

ない重要な設備ですよね。

小田　スマートコミュニティという

話になると、最初にその中でどうや

って再生可能エネルギーを普及させ

るかという話がまず出てきます。変

動性のある電源をよりうまく地域の

中で使うとなれば、その調整にはエ

ネルギーを“蓄める”か“つくる”か

しか方法がありません。その点で排

熱も有効活用できるコージェネはと

ても重要です。

渡辺　先ほど、コージェネの導入ポ

テンシャルを評価されたと言われま

したが、そのポテンシャルはどれほ

どあるのか、先生の研究の成果をも

う少し詳しく伺わせて下さい。

小田　昨年度実施したのは、原子力

発電所の扱いがどうなるにせよ、コ

ージェネがどのくらい普及すべきか

という理想像を計算してみようとい

うことで、シミュレーションしたも

のです。その中で、最近言われてい

る減・原発みたいなことを中心とし

ていった時でも、コージェネの果た

すべき役割が確認できました。具体

的にはコージェネは電力のピークカ
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ットを担うもので、そのピークに相

当する分のコージェネを導入し、ベ

ースとなる発電量は系統電源が担う

というかたちです。導入ポテンシャ

ルとしては、条件に寄って異なりま

すが、太陽光発電と併せて電源構成

の２割くらいを目指すべき、という

結果でした。

渡辺　普及拡大のポテンシャルとい

うことでは、私にも持論がありまし

て、一定規模以上の建築物は、非常

用発電機を設置する義務があります

よね。非常用発電機というのは、災

害が起きた時に人々の避難や消防隊

の消火活動に役立つようにという目

的で設置されているのですが、実は

ビルの一生涯でその発電機が使われ

ることは、ほとんどありません。

　機械室を確保して、使われること

がない電源を置いて、しかも毎月定

期点検を行なうというのは、かなり

の無駄です。であれば、これを有効

活用する方法をぜひ考える必要があ

るのではないかと考えています。

小田　そうですね。

渡辺　日本内燃力発電設備協会の直

近のデータによりますと、非常用

発電機は全国でおよそ2,500万kW、

19万台というストックがあります。

今こそ、これらの通常時は休止して

いる非常用発電機を見直して、常用

防災兼用型、しかもコージェネに置

き換えることができれば、災害時対

策はもちろんBLCPにも省エネにも

対応できるようになります。

小田　常用防災兼用型発電機は、な

かなか普及が進んでいませんね。

渡辺　ええ。常用防災兼用というの

は38万kWほどで、非常に割合が

少ない状況です。

機器の共有と熱融通
渡辺　コージェネを高効率で運転す

るには、排熱を余すことなく利用す

ることが絶対に必要です。そのため

には個々の建物にコージェネを設置

することも大事ですが、やはり複数

の建物を供給対象にしている熱供給

事業にコージェネを設置するのが最

適だと思います。

　幕張新都心インターナショナル・

ビジネス地区の地域熱供給では、約

1万6,000kWの高効率なガスエンジ

ン発電機を導入しています。その発

電電力と発生熱量をほぼ100％有効

活用しているということでは、コー

ジェネ導入のモデル地区の1つだと

認識しています。

　かなり大まかに試算すれば、もし

幕張のような熱需要にあわせて発電

をするコージェネを全国の熱供給地

区に導入すると、およそ100万kW

の発電が可能になります。今後、熱

供給事業が欧米並みに普及拡大すれ

ば、さらにその発電ポテンシャルと

いうのは数倍に増加します。

小田　幕張新都心インターナショナ

ル・ビジネス地区のコージェネは、

発電電力を外部に販売するという意

味で、電力外販型のコージェネとい

う言い方をしていいと思います。

　これからのエネルギーシステム全
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体を考えると、エネルギーの過不足

を電気と熱のどちらで調整するかと

言えば、当然電気側で調整をするは

ずで、コージェネの電力を積極的に

外に出していくということは大事な

ことだと思っています。

　それから、コージェネどうしが連

携し合うことも将来的には必要では

ないかと思います。例えばそれぞれ

の建物の中に、常用防災兼用型のコ

ージェネが設置されるとしても、そ

れぞれの建物の規模が違えば、設置

されるコージェネの能力や種類も違

う。そういった時に隣り合った建物

で、需要の変動に合わせて稼働させ

る機器を変えて、熱を融通し合うと

いうことも必要になってきます。

渡辺　熱融通を絡めることは極めて

効果的だと思います。合わせてそこ

で、非常用発電機も共有できるよう

になると、それが自ずとコージェネ

に変わってきて、熱融通が進む。無

駄な非常時のみに使う発電機の設置

もなくなると思います。

小田　せっかく都市を高密度に使お

うと思っているのに、建物ごとに非

常用発電機やコージェネを付けると

いうのは非常にもったいない話です。

隣接し合う建物くらいの中で、統括

的に制御・運用できるようになって

いけば、全体としていい方向に進ん

でいくでしょうね。

コージェネ普及の課題
小田　私がコージェネの導入ポテン

シャルを評価した時、マクロな視点

で見ると、主に再生可能エネルギー

を使う地域というのは、10万人都

市とか地方が多く、都市部の主とな

る分散型電源はコージェネというこ

とになっていくのが最適解というか

たちになりました。

　これからは、今以上に都市に再生

可能エネルギーの導入が増えていく

ことは間違いなくて、隣り合った建

物、もしくは地域ごとの範囲では、

再生可能エネル

ギーの負荷平準

化みたいなこと

も当然必要にな

ってきます。再

生可能エネルギ

ーが電力だけで

はなくて、太陽

熱みたいなもの

をどんどん増や

していくことを

考えれば、地域

熱供給、コージ

ェネの連携は絶

対に必要になる

と思っています。

渡辺　そういっ

たコージェネを

普及させるため

には、どうすればいいと思われます

か。

小田　解決策としては、先ほどお話

した熱融通のような取り組みですね。

　もう1つ、都市については、ゴミ

清掃工場や変電所などの各地域で発

生している排熱を地域熱供給を通じ

て活用するといった発想もとても大

事です。以前から言われている構想

ですが、なかなか実現が進まないの

は、制度や規制に課題があるという

話も伺っています。そうした排熱利

用には、導管が必要になりますから、

そこに使い切れなかったコージェネ

の排熱を流し込むことができれば、

熱需要が少ない建物でも、コージェ

ネが導入できるようになります。

渡辺　地域エネルギーシステムを構

築しようとする場合、ステークホル

ダーが非常に多数いて、合意形成が

なかなかうまく至らないで苦労する、

あるいは時間がかかるということも

大きな問題の一つですね。

　一方でそういった熱融通とか電力

融通、あるいは熱供給事業を行なう

ような事業スキームを組み立ててい

っても、その事業主体は誰になるの

かということが明確にならないと、

なかなか先に進みません。

　理想としては、ビジネスとして成

都市におけるコージェネレーションシステムのさらなる普及の効果と課題
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立するようなモデルができるといい

のでしょうね。

小田　そうですね。そのことに関連

して言えば、電力取引市場がもっ

と活性化するといいですね。しかし、

現状の制度だとなかなか難しいもの

があります。そういう意味では、制

度改革もまだまだ必要だと思います。

渡辺　電気事業法の規制緩和は必要

ですね。また、ヨーロッパの一部の

国のように、再生可能エネルギーの

固定価格買取制度の対象を、コージ

ェネの電力にも広げるという方法も

あると思います。

　いずれにしても、国や自治体等が

中心になって、さらに踏み込んだコ

ージェネと地域熱供給の誘導施策を

つくることが必要ではないかと強く

感じています。

高効率な地域エネルギーシステムへ
渡辺　地域熱供給というのは、これ

からの地域エネルギーシステムの理

想型に最も近い施設だと思います。

既存の熱供給地区は、スマートエネ

ルギーネットワークにバージョンア

ップすることが可能であり、それが

求められていると思います。

　すなわち地域

熱供給システム

の中に分散型電

源を設置し、非

常時の電力供給

に備え、常時は

発電電力によっ

て高効率な電動

ターボ冷凍機を

運転するととも

に、排熱を余す

ことなく有効に

活用する。その

ような高い水準

のエネルギーシ

ステムを現在の

地域熱供給が目

指すことで、さ

らに高いシステ

ムCOPを実現できます。

　地域熱供給というのは、再生可能

エネルギーをうまく併用して、なお

かつ都市排熱や未利用エネルギーの

活用が、個々の建物に比べれば比較

的容易に出来るという大きなメリッ

トを持っているわけですね。それか

ら電力のピークシフトや非常時の水

源として活用できる大規模蓄熱槽を

持つことも可能です。そういった観

点から考えると、地域熱供給は都市

の低炭素化とともに、災害に強いま

ちづくりに貢献するような役割を担

っていると強く感じます。

小田　今は電力の負荷平準化のため

に蓄電池を使うとか電気自動車を使

うという話があります。けれども個

人的には、それよりも熱で蓄めたほ

うがずっと簡単だと思っています。

　そういう意味では、これからの地

域熱供給は、系統電力のように供給

品質を無理して合わせなくてもよい

ようにしていき、加えて電力の負荷

平準化に貢献するような取り組みが

あってもいいのではないかとも思い

ます。蓄めやすい熱という利点を何

かうまく生かせるといいなというこ

とは常々思っているところです。

渡辺　ただ、このようなシステムを

つくろうと思うと、どうしてもイニ

シャルコストが上がります。しかし、

災害時や被災後の費用を含めてラン

ニングコストを考えれば、それが高

いかどうかは判断が変わってきます。

経済性とか光熱費の削減ばかりでは

なく、トータルでの需要家利益を評

価できるようにしたり、ライフサイ

クルでコストを判断できるような仕

組みづくりも必要だと思います。

　今のように競争入札でエネルギー

システムを評価している限りは、一

般的なシステムしか導入できないで

しょう。それは社会的に見ても、非

常に不幸なことですね。

　今日は有意義な対談ができたと思

います。今後の展開に期待しましょ

う。

対談


